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1. 影響構造図 

本年度事業の影響構造図は昨年度と同様であり、変更はない。 

 

 

 

2. 効果測定分類表 

各事業事業について、表 1-1のように効果を分類した。ただし今年度も昨年度と同様ソ

フト事業は実施しなかったため、ハード事業の効果のみを測定対象とした。 

表1-1 効果測定分類表 

   

事   業   名 

効   果   種   別 

環境保全効果 経済活性効果 その他効果 

直接 間接 直接 間接  

ハ 

ー 

ド 

事 
業 

平 総合健康センター・保健センター省エネ改修 ○ ○ ○   

成 学習文化センター省エネ改修 ○ ○ ○   

16 清掃センター管理棟省エネ改修 ○  ○   

年 浜町保育園への小型ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入 ○ ○ ○   

度 スーパーエコハウス建設 ○ ○ ○   

 太田市役所本庁舎省エネ改修 ○ ○ ○   

平 休泊行政センター省エネ改修 ○  ○   

成 尾島総合支所省エネ改修 ○  ○   

17 新田総合支所省エネ改修 ○  ○   

年 藪塚本町文化ホール・図書館省エネ改修 ○  ○   

度 小中学校への小型ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入 ○ ○ ○   

 本島総合病院天然ガス高効率ボイラー導入 ○ ○ ○   

 家庭用高効率給湯器モニター事業 ○ ○ ○   

平 高齢者総合福祉センター省エネ改修 ○  ○   

成 藪塚本町介護老人保健施設省エネ改修 ○  ○   

18 新田図書館省エネ改修 ○  ○   

年 浄水場取水ポンプの省エネ改修 ○  ○   

度 家庭用高効率給湯器モニター事業 ○ ○ ○   

ソフト 

事業 
普及啓発事業（16・17・18年度実施）     ○ 
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3. 環境保全効果の測定方法 

本年度事業の環境保全効果測定方法はは昨年度と同様であり、変更はない。 

 

 

 

4. 経済活性化効果の測定方法 

本年度事業の経済活性化効果測定方法は昨年度と同様であり、変更はない。 

 

 

 

 

5. その他の効果の測定および総合評価 

その他の効果の測定方法および総合評価方法は昨年度と同様であり、変更はない。 
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1. 公共施設等省エネ改修によるCO2排出量削減効果 

1-1 効果算出手法 

(1) 算出の枠組み 

平成16年度事業報告書で定めたように、公共施設省エネ改修によるCO2排出量削減効果

の算定に当たっては式 6-1を用いることとする。その際、モデル事業開始前の CO2排出量

については原則として事業以前の 3年度平均値を用いることとしたが、それができない場

合にはそれに準ずる方法を用いた。 

式6-1 公共施設省エネ改修によるCO2排出量削減効果算定式 

CO2削減量＝モデル事業開始前のCO2排出量－モデル事業開始後のCO2排出量 

※ H16年度報告書34ページ 

(2) 排出係数 

電気の CO2排出係数は各年度ごとの電源構成比によって変化するものであり、またガス

についても成分変更があれば変化する（実際、平成 18年 2月に太田都市ガスの成分変更

があった）。 

一方、本事業における CO2排出量削減効果を算出するうえでは、年度ごとに異なる排出

係数を用いるよりも統一した排出係数のもとで経年変化を算定する方が望ましい。 

そこで、本事業の効果算定において電気・ガスの CO2排出量は表 2-1に示した値で統一

することとした。なお、この表には LPガス・灯油・重油（A重油）の排出係数も参考ま

でに示した。 

平成16年度の本事業報告においては平成15年度に策定した太田市地域新エネルギービ

ジョンで定めた係数を用いたが、平成 17年度からは環境省令等に定める表 2-1の値を用

いることとした。 

表2-1 本事業の効果算定において使用するCO2排出係数 

種  類 CO2排出係数 備     考 

電気 0.555 kg-CO2/kWh 環境省令に定める値 

 〃 （参考値） 0.381 kg-CO2/kWh 事業開始時の目標値算出に用いた係数 

都市ガス 2.080 kg-CO2/m
3 環境省令に定める値 

都市ガス（製造時） 0.1688 kg-CO2/m
3 都市ガス製造時に排出される間接排出量※1 

LPガス 3.000 kg-CO2/kg 環境省令に定める値、密度は2.07kg/m3とする 

灯油 2.489 kg-CO2/L 環境省令に定める値 

A重油 2.710 kg-CO2/L 環境省令に定める値 

※1 16年度報告書第Ⅴ章2-3（p.40）より 
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(3) 丸め誤差に関する注意事項 

各数値の計算過程および最終的な評価数値は、それぞれ適当な桁数で四捨五入して記載

した。したがって表中において縦・横の合計値が表に記された合計値と一致しない場合や、

表で算出したエネルギー消費量に CO2排出係数を乗じた値と表内の CO2排出量の値が一致

しない場合がある（下一桁に差が生じる）。また、資料編に掲載した月別排出量の合計値

と、本章に掲載した年間排出量に関しても、同じ理由で一致しない場合がある。 
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1-2 総合健康センター・保健センターの算定 

平成 16年度事業報告書（p.35）に記した手法により、導入前後を比較したのが表 2-2

である。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 74 [t-CO2]、間

接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えて約 77 [t-CO2]であり、導入前に対する削減

率は14％（間接効果を含む）となった。 

一方、太田まほろば事業計画時点での目標削減量（直接効果のみを対象に設定）は

92[t-CO2]だったので、目標達成率は 80％となる。目標を下回った原因としては、プール

水質に対する利用者からの苦情があり、ろ過ポンプのインバータ制御をはずして長時間の

ろ過を行なったことが考えられる（これは昨年度から継続している事態である）。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図2-1である。 

参考のため、総合健康センター・保健センターに導入した技術の一覧を表 2-3に示した。 

表2-2 総合健康センター・保健センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 687,881 kWh 381,774 - 381,774 

都市ガス 77,814 m3 161,853 13,135 174,988 

合計     ①543,627 13,135 556,762 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 616,350 kWh 342,074 - 342,074 

都市ガス 61,383 m3 127,677 10,361 138,038 

合計     ②469,751 10,361 480,112 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 73,876 92,000 80% 

間接分含む 76,650 － － 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成16年度事業報告書参照） 
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 図2-1 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.66）に掲載した。 

 

 

表2-3 総合健康センター・保健センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ガスエンジンコジェネレーションシステム 発生熱を暖房・給湯に使用 

(2) ガスヒートポンプ・電気ヒートポンプの最適

制御による高効率空調システムの導入 

既存の集中式冷暖房設備を廃止し、高効率のエアコン

（ガス式・電気式）を室ごとに導入 

(3) ポンプのインバータ制御 プールろ過ポンプを回転数制御 

(4) 省エネ型冷却塔 空気抵抗を減らしファンの消費電力を削減 

(5) BEMS※1 施設全体の空調設備を最適制御 

(6) 省エネ型照明 直管型蛍光灯について、照明器具と蛍光管を交換 

(7) 断熱塗料 屋上面に断熱塗料を塗布 

※1 ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-3 学習文化センターの算定 

平成 16年度事業報告書（p.36）に記した手法により、導入前後を比較したのが表 2-4

である。 

この表からわかるように、平成20年度における削減量は直接効果で約 179 [t-CO2]、間

接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えて約 185 [t-CO2]であり、導入前に対する削

減率は39％（間接効果を含む）となった。 

一方、太田まほろば事業計画時点での目標削減量（直接効果のみを対象に設定）は

118[t-CO2]だったので、平成20年度の目標達成率は152％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-2である。総量でも月別パターンでも、ほぼ昨年度と同じ結果となっ

た。 

参考のため、学習文化センターに導入した技術の一覧を表2-5に示した。 

表2-4 学習文化センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 640,474 kWh 355,463 - 355,463 

都市ガス 55,317 m3 115,059 9,338 124,397 

合計   ①470,522 9,338 479,860 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 445,350 kWh 247,169 - 247,169 

都市ガス 21,123 m3 43,935 3,565 47,500 

合計     ②291,104 3,565 294,669 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 179,418 118,000 152% 

間接分含む 185,191 － － 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成16年度事業報告書参照） 
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 図2-2 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.67）に掲載した。 

 

 

表2-5 学習文化センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) BEMS※1 施設全体の空調設備を個別に最適制御 

(2) 省エネ型照明 直管型蛍光灯について、照明器具と蛍光管を交換 

(3) ガスヒートポンプ・電気ヒートポンプの最適

制御による高効率空調システムの導 

既存の集中式冷暖房設備を廃止し、高効率のエアコン

（ガス式・電気式）を室ごとに導入 

※1 ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-4 清掃センター管理棟の算定 

本事業では、原則として各施設全体の CO2排出削減量を分析しているが、清掃センター

では管理棟部分だけのデータで分析している。施設のエネルギー消費量の大部分は焼却炉

関連で消費しているのに対して、今回の省エネルギー改修は管理棟部分だけだからである。 

ただし、改修前のエネルギー消費量に関して管理棟部分だけのデータは記録されていな

かったので、表 2-6のように機器の定格消費電力と稼働状況（日数・日稼働時間・負荷

率）から推計を行うこととした。一方改修後については、設置した BEMSが記録した値を

用いることとした。 

これらデータにもとづいて平成 16年度事業報告書（p.37）に記した手法により、CO2排

出削減効果を整理したのが表 2-7である。平成 20年度における削減量（直接効果のみ）

は約 60 [t-CO2]であり、導入前に対する削減率は 53％（今回工事対象となった表 2-6の

機器に関する比較）となった。 

一方、太田まほろば事業計画時点での目標削減量は 49[t-CO2]だったので、目標達成率

は123％となる。 

なお、改修前の基準値が実データではなく推計値であることなどから、月別削減率等詳

しい分析は行わなかった。 

表2-6 省エネ改修導入前の改修対象部分のエネルギー消費量推計値 

照
明 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間  年消費電力量 

事務室・ロビー等 4.5 kW 365日 8 h  13,140 kWh 

制御室等 2.0 kW 365日 24 h  17,520 kWh 

エ
ア
コ
ン 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間 負荷率 年消費電力量 

事務室 5.5 kW 365日 8 h 60% 9,623 kWh 

制御室 11.25 kW 365日 24 h 60% 59,049 kWh 

動
力 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間  年消費電力量 

冷房用ポンプ類 24.2 kW 153日 24 h  88,862 kWh 

暖房用ポンプ類 3.7 kW 212日 24 h  18,826 kWh 

年消費電力量合計 207,019 kWh 

※ 右端「年消費電力量」欄の数値は、横方向の乗算で算出している。 

※ 冷暖房用の熱源には焼却炉の余熱を使用している。 

※ エアコンの負荷率は年平均値のみ記したが、推計にあたっては月ごとに想定値を定めたた

め、定格電力×年稼働日数×日稼働時間×負荷率で算出した値と若干異なる値を年間消費

電力量とした。ただし大きな差異はないので計算の詳細は省略した。 
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表2-7 清掃センター管理棟のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 207,019 kWh ①114,896 - 114,896 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 98,117 kWh 54,455 - 54,455 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 60,441 49,000（34,000） 123% 

※ 電気のみが対象エネルギーなので、ガス消費量や間接排出量（すべてゼロ）に関連する記

入欄（行方向）は省略した。 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成16年度報告書参照） 
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1-5 浜町保育園の算定 

(1) CO2排出削減効果 

他の施設に準じて、CO2排出削減効果を表2-8に算出した。 

年による気象条件の変動や施設運用状況を考慮すると、削減効果の推計精度はあまり高

くないと考えられるので、月別削減率の分析は行わなかった。 

 

目標値としては、家庭用モニター事業のエコウィル１台あたりの削減目標値が、

0.437[t-CO2]なので、浜町保育園においても同様としている。 

結果的には、平成 20年度は約 4.3[t-CO2]増加となってしまった（平成 19年度は 3.1 

[t-CO2]の増加であった）。その原因を次に分析する。 

表2-8 浜町保育園のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成14～16年度の年間消費量平均値）※1 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 19,140 kWh 10,623 - 10,623 

都市ガス 5,289 m3 10,999 893 11,892 

合計   ①21,622 893 22,515 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 24,643 kWh 13,677 - 13,677 

都市ガス 5,877 m3 12,224 992 13,216 

合計     ②25,901 992 26,893 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ -4,279 437 -979% 

間接分含む -4,378 － － 

 

※1 エコウィルの実質的運用が17年4月に入ってからだったことと、天然ガス転換が14年夏

だったことから、導入前のデータは14年10月～17年3月の平均値とした。 
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(2) CO2排出量が増加した原因 

原因としては、平成 19年度から経営が民間に移行し、園児数・保育士数・開園時間と

も増加したこと、エネルギーを消費する備品類も増加したこと、食器洗浄用の温水使用量

の増加、といったことが考えられる。これについては平成 19年度報告書でも記載したと

おりであり、今年度もそれと同様の分析を行った。 

園児数・保育士数・開園時間の増加を表 2-9、エネルギーを消費する備品類の増加を表

2-10、エコウィルの発電量を表 2-11に示し、これらによる CO2排出増加を表 2-12のよう

に推計した。 

これらのデータをもとに、経営移行後の増加量（削減目標 437kg-CO2に対して直接分で

4,279 kg-CO2の増加なので、合わせて 4,716kg-CO2）に対する説明を試みたのが表 2-12で

ある。これで説明できた増加量は 2,630kg-CO2であり、増加量 4,279kg-CO2のすべてを説

明できたわけではない。公営時代との詳細な比較は困難だが、園児・保育士・開園時間が

いずれも増加し、また民間移行によるサービスの変化がある（たとえば、エコウィルの発

電量が 17年度の約 2.5倍になっていることから、温水消費量が約 2.5倍になったと推計

される）ことから、やむを得ない範囲の増加量であったと考える。 

 

表2-9 経営状況の変化による増加要因 

項目 平成18年度の状況 本年度の状況 増加数・率 

園児数 61人 76人 15人（25％）増加 

保育士等職員数 12人 19人 7人（58％）増加 

開園時間 7:30～18:30 7:00～19:00 1時間（9％）増加 

 

表2-10 平成19年度に新たに購入した備品類（今年度も使用） 

機器名 台数 消費電力 備考 

冷蔵庫 1 年間580kWh 松下電器産業(株)製NR-F532T-W 

熱風消毒保管庫 1 5.0kW 日本調理機(株)製ISC-S10C-E 

スチームオーブンレンジ 1 最大1.45kW 松下電器産業(株)製NE-V300(W) 

冷凍庫 1 353W 三洋電機(株)製SRF-G681 

ホットプレート 1 1.35kW 象印マホービン(株)製EA-D型 
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表2-11 エコウィルの発電量推移 

年度 17年度 18年度 19年度 平成20年度 

発電量 400 kWh 530 kWh 651 kWh 1,007 kWh 

※ 導入時の想定値より、エコウィルの発電効率を 20％、都市ガスの CO2排出係数を 0.0506 

kg-CO2/MJ、電気の熱量換算値を 1kWh＝3.6MJとすると、17年度に対する発電量の増加に

伴う CO2排出増加効果は、(1,007-400)×3.6÷0.2×0.0506＝552kg-CO2となる。ただし、

電力消費量の増加のうち 607kWh(1,007-400)はこの発電でカバーするので、その分 CO2排

出量を控除することとなる。 

 

表2-12 運営の変化に伴うCO2排出増加効果推計 

項目 増加電力・CO2 備考 

冷蔵庫増設 580kWh カタログ値 

熱風消毒保管庫 2,500kWh 5.0kW×2時間×250日 

スチームオーブンレンジ 290kWh 1.45kW×2時間×100日 

冷凍庫 212kWh 0.353kW×24時間×100日×25％ 

ホットプレート 270kWh 1.35kW×2時間×100日 

照明その他 500kWh 2kW×1時間×250日 

エコウィルによるカバー △607kWh 1,007-400（平成17年度比エコウィル稼働増加分） 

消費電力増分合計 3,745kWh 以上合計 

同上CO2排出増加量 2,078kg-CO2 3,745×0.555kg-CO2/kWh 

エコウィルのCO2排出増加量 552kg-CO2 607kWh×3.6MJ/kWh÷20％×0.0506kg-CO2/MJ 

CO2排出増加量推計値 2,630kg-CO2  
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1-6 太田市役所本庁舎の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、太田市役所本庁舎の省エネ改修効果につき

導入前後を比較したのが表2-13である。 

この表からわかるように、平成20年度における削減量は直接効果で約 140 [t-CO2]、導

入前に対する削減率は 7.9％（間接効果を含む）となった。計画段階での目標削減量（直

接効果のみを対象に設定）は84[t-CO2]だったので、目標達成率は166％である。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-3である。また参考のため、太田市役所本庁舎に導入した技術の一覧

を表 2-14に示した。空調関係の改修が中心であったため、夏期・冬期の削減率が高く、

中間期は低い。 

昨年度は合併にともなう機構改革で職員の増加などがあり、目標削減量を実績が大きく

下回ってしまったが、今年度は教育委員会を尾島庁舎、農政部を新田庁舎へ遷したことに

よる人員減少があったことが目標を上回る削減につながったものと思われる。本庁舎・尾

島庁舎・新田庁舎の目標削減量合計（84＋30＋73＝187t- CO2）に対して本年度実績（140

＋2＋118＝260 t- CO2）が上回っていることから、本事業全体として効果を上げていると

いえる。 
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表2-13 太田市役所本庁舎のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 2,636,440 kWh 1,463,224 - 1,463,224 

都市ガス 147,292 m3 306,367 24,863 331,230 

合計    ①1,769,591 24,863 1,794,454 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 2,412,961 kWh 1,339,193 - 1,339,193 

都市ガス 139,744 m3 290,668 23,589 314,257 

合計     ②1,629,861 23,589 1,653,450 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 139,730 84,000（58,000） 166% 

間接分含む 141,004 － － 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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 図2-3 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.70）に掲載した。 

 

 

表2-14 太田市役所本庁舎省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ポンプのインバータ制御 空調用の一次冷温水ポンプ・二次冷温水ポンプ・冷却水ポンプ 

(2) パッケージエアコンのデマンド制御 部分空調エリアのエアコンを制御 

(3) 換気ファンや照明の運転最適化 稼働時間の短縮や照明範囲の変更など 
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1-7 休泊行政センターの算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、休泊行政センターの省エネ改修効果につき

導入前後を比較したのが表2-15である。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 28 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 6.9％である。

また計画段階での目標削減量は30[t-CO2]だったので、目標達成率は93％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-4である。灯油購入のタイミングや施設の利用状況による変動が大き

いため、導入前3年平均より増加している月もあるが、通年では削減効果が現れている。 

参考のため、休泊行政センターに導入した技術の一覧を表2-16に示した。 

目標達成率が計画を下回った理由としては、合併により施設利用料が無料となり、利用

者が増加したためと考えられる。 

 

表2-15 休泊行政センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 465,848 kWh 258,546 - 258,546 

灯油 58,000 L 144,362 - 144,362 

合計    ①402,908 - 402,908 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 478,350 kWh 265,484 - 265,484 

灯油 44,000 L 109,516 - 109,516 

合計     ②375,000 - 375,000 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 27,907 30,000（21,000） 93% 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 



第Ⅱ章 環境保全効果分析 

 - 21 -

  

 図2-4 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.71）に掲載した。 

 

 

表2-16 休泊行政センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) BEMSの導入※ 室温やCO2濃度により空調を最適制御 

(2) 断熱塗料塗布 中空セラミックパウダーを混入した塗料を屋根に塗布 

◎ その他右記内容を等事業外で実施 節水型シャワーヘッドへの交換、燃料配管への特殊セラミック

装、自動販売機のスケジュール制御 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-8 尾島総合支所の算定 

(1) CO2排出削減効果 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、尾島総合支所の省エネ改修効果につき導入

前後を比較したのが表2-17である。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図2-5である。 

参考のため、尾島総合支所に導入した技術の一覧を表2-18に示した。 

表 2-17からわかるように、平成 20年度の削減量は約 2 [t-CO2]であり、削減率は約

6％となった。配管の老朽化により漏水が発生したため、空調用ポンプを 24時間運転する

こととなり、他の省エネ効果を相殺しているためと考えられる（平成 19年度から継続）。

これについては修繕を検討しているところである。 

なお、冷暖房設定温度に関しても、当初計画にあるように冷房は 28℃、暖房は 20℃を

維持することは難しく、冷房については 24℃程度、暖房については 22℃程度に設定され

ている。 

 

表2-17 尾島総合支所のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 834,732 kWh 463,276 - 463,276 

合計   ①463,276 0 463,276 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 831,585 kWh 461,530 - 461,530 

合計     ②461,530 0 461,530 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 1,747 30,000（20,000） 6% 

  ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 



第Ⅱ章 環境保全効果分析 

 - 23 -

 

 図2-5 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.72）に掲載した。 

 

 

表2-18 尾島総合支所エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 空調用ポンプのインバータ制御 空調用二次冷温水ポンプの回転数を負荷に応じて増減 

(2) 空調用送風機の改造とBEMS対応 送風機モーターを小型のものに交換し、BEMSでの制御も行う 

(3) BEMSの導入※ 冷温水温度・室内CO2濃度等により空調を最適制御する 

(4) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式（照度調整機能つき）のものと交換 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-9 新田総合支所の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、新田総合支所の省エネ改修効果につき導入

前後を比較したのが表2-19である。 

この表からわかるように、平成20年度における削減量は直接効果で約 118 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 38.6％である。

また計画段階での目標削減量は73 [t-CO2]だったので、目標達成率は162％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-6である。総量でも月別パターンでも、ほぼ昨年度と同じ結果となっ

た。 

参考のため、新田総合支所に導入した技術の一覧を表2-20に示した。 

 

表2-19 新田総合支所のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 408,190 kWh 226,545 - 226,545 

重油 29,433 L 79,764 - 79,764 

合計    ①306,309 - 306,309 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 338,939 kWh 188,111 - 188,111 

重油 0 L 0 - 0 

合計     ②188,111 - 188,111 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 118,198 73,000（80,000） 162% 

   ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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 図2-6 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.73）に掲載した。 

 

 

表2-20 新田総合支所エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 高効率のEHP導入 セントラル空調を廃止し、高効率の業務用空調機（電気式ヒートポ

ンプ空調）をブロックごとに設置 

(2) 全熱交換ユニットの導入 換気システムで排出空気の熱を導入外気に伝えて空調負荷低減 

(3) BEMS※の導入 換気量の制御（夏期は抑制・中間期は換気冷房）で空調効率向上 

(4) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式のもの（調光機能つき）に交換 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-10 藪塚本町文化ホール・図書館の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、藪塚町文化ホール・図書館の省エネ改修効

果につき導入前後を比較したのが表2-21である。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 53 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 15.9％である。

また計画段階での目標削減量は18[t-CO2]だったので、目標達成率は297％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-7である。総量でも月別パターンでも、ほぼ昨年度と同じ結果となっ

た。 

参考のため、藪塚町文化ホール・図書館に導入した技術の一覧を表2-22に示した。 

 

表2-21 藪塚町文化ホール・図書館のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 520,499 kWh 288,877 - 288,877 

灯油 18,667 L 46,461 - 46,461 

合計    ①335,338 - 335,338 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 454,200 kWh 252,081 - 252,081 

灯油 12,000 L 29,868 - 29,868 

合計     ②281,949 - 281,949 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 53,389 18,000（13,000） 297% 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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 図2-7 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.74）に掲載した。 

 

 

表2-22 藪塚町文化ホール・図書館省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 空調用ポンプの台数変更と最

適制御 

冷却水ポンプを大型1台から小型4台並列に変更し、軽負荷時に一部

を停止。一次冷温水ポンプ・二次冷温水ポンプ（3系統）でも同様に

ポンプ台数を増やして台数制御。 

(2) 空調機の室温連動運転制御 空調機の一部について、室温に応じて送風機を停止し電力消費量削減 

(3) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式（調光機能つき）のものと交換 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-11 小中学校の算定 

(1) これまでの経緯 

都市ガス供給区域内の小中学校 5校の省エネ改修効果につき導入前後を比較したのが表

2-23である。省エネ改修後に増加要因が発生したため、導入前の電気・ガス消費量に対

して補正を行なった上で省エネ改修効果を算出することとしている。導入した技術は表

2-24に示したとおりである。 

そして 5校合計の省エネ改修効果を整理して、表 2-25にまとめた。削減量は 5校合わ

せて約 10 [t-CO2]であり、目標値 33 [t-CO2]の 30％の達成率にとどまっている。また間

接効果を含めた削減率は1.7％であった。 

平成 18年度報告書で詳述したように、小型コジェネレーションシステムの設置状態に

問題があり、瑕疵担保契約にもとづき昨年度末までに改善工事を行なった。にもかかわら

ず全体の排出削減が進んでいない理由としては、学校全体の排出量が年々増加しているか、

システムになお不備が残っているか、あるいは予想しなかった他の要因が影響しているこ

となどが考えられる。 

一方、メーカーが記録した改善工事前後の機器運転データによると、機器の運転状況に

関しては改善の効果が現れている。 

そこで、詳しい報告をメーカーに求めた上で全体の検証を再度行い、最終年度（平成

21年度）報告書においてその結果をとりまとめることとする。 
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表2-23 省エネ改修導入前後の電気・ガス消費量と、導入後の増加要因 

 太田小学校 中央小学校 西中学校 北中学校 宝泉中学校 合 計 

導入前       

電気 [kWh] 101,972 152,381 191,502 156,113 136,790 738,758 

ガス [ｍ3] 5,519 7,430 6,536 4,397 6,443 30,325 

増加要因       

電気 [kWh] 5,826 4,892 5,958 6,391 10,004 33,070 

ガス [ｍ3] － － － 209 － 209 

20年度       

電気 [kWh] 84,648 160,329 187,310 161,234 131,508 725,029 

ガス [ｍ3] 9,094 7,862 7,574 6,325 7,459 38,314 

※ 「増加要因」は、省エネ改修後に設置した機器や開校状況の変化をもとに推計したエネル

ギー消費増加要因であり、省エネ効果の推計にあたってあらかじめ導入前の実績値に加算

する値である。詳細は平成17年度報告書資料7に記載したものである。 

 

表2-24 小中学校5校に導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 天然ガスコジェネレーション 給食室の給湯用に、発電出力6kWの小型天然ガスコジェネレーション

システムを設置（天然ガス供給エリアの5校が本事業の対象）。 

(2) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式（調光機能つき）のものと交換。 

(3) エアコンのスケジュール制御 職員室のエアコンをスケジュール制御し、稼働率を下げる。 
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表2-25 小中学校省エネ改修のCO2排出削減効果（5校合計） 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 738,758 kWh 410,011 - 410,011 

都市ガス 30,325 m3 63,076 5,119 68,195 

合計   ①473,087 5,119 478,206 

 

■ 基準値の増加要因（平成18年度報告書資料7に記した推計結果） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 33,070 kWh 18,354 - 18,354 

都市ガス 209 m3 435 35 470 

合計    ②18,789 35 18,824 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 725,029 kWh 402,391 - 402,391 

都市ガス 38,314 m3 79,692 6,467 86,159 

合計     ③482,083 6,467 488,550 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①＋②－③） 9,793 33,000（20,000） 30％ 

間接分含む 8,480 － － 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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1-12 本島総合病院の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、本島総合病院の省エネ改修効果につき導入

前後を比較したのが表 2-26である。ただし、事業内容が重油ボイラーから高効率天然ガ

スボイラーへの切り替えであることから、エネルギーとしては重油と都市ガスを掲載して

いる。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 238[t-CO2]、た

だし天然ガスへの燃料転換なので間接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えると約

219[t-CO2]となる。導入前に対する削減率は46.2％（間接効果を含む）である。 

計画段階での目標削減量（直接効果のみを対象に設定）は 191[t-CO2]だったので、目標

達成率は125％である。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-8である。給湯用ボイラーの燃料転換なので、季節変動は小さく安定

的なCO2排出削減効果をあげている。 

表2-26 本島総合病院のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のボイラー用エネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

重油 175,114 L 474,560 - 474,560 

都市ガス 0 m3 0 0 0 

合計    ①474,560 0 474,560 

 

■ 導入後のボイラー用エネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

重油 0 L 0 - 0 

都市ガス 113,631 m3 236,353 19,181 255,534 

合計     ②236,353 19,181 255,534 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 238,207 191,000（200,000） 125% 

間接分含む 219,026 － － 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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 図2-8 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.78）に掲載した。 

 

 



第Ⅱ章 環境保全効果分析 

 - 33 -

1-13 高齢者総合福祉センターの算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、高齢者総合福祉センターの省エネ改修効果

につき導入前後を比較したのが表2-27である。 

この表からわかるように、平成20年度における削減量は直接効果で約 124 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 59.7％である。

また計画段階での目標削減量は36 [t-CO2]だったので、目標達成率は344％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-9である。改修後も補助的に使用していた灯油の消費がゼロになった

たことなどから、削減量が昨年度（107 [t-CO2]）より大きくなり、一年を通じて高い削

減率を達成した。 

参考のため、高齢者総合福祉センターに導入した技術の一覧を表2-28に示した。 

 

表2-27 高齢者総合福祉センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 154,270 kWh 85,620 - 85,620 

灯油 49,000 L 121,961 - 121,961 

合計    ①207,581 - 207,581 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 150,844 kWh 83,719 - 83,719 

灯油 0 L 0 - 0 

合計     ②83,719 - 83,719 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 123,862 36,000 344% 
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 図2-9 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.79）に掲載した。 

 

 

表2-28 高齢者総合福祉センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 業務用ヒートポンプ給湯器の

導入 

浴室・給湯系統の灯油炊真空式温水器を業務用ヒートポンプ給湯器に

変更し灯油消費量及びCO2量を削減。 

(2)  照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式（調光機能つき）のものと交換。 

(3) 冷却水ポンプの台数制御 吸収式冷温水発生機の冷却水ポンプを大型 1台から小型 3台に分割

し、空調負荷に合わせて台数制御。 

(4) 冷温水ポンプの台数制御 吸収式冷温水発生機の冷温水ポンプを大型 1台から小型 3台に分割

し、空調負荷に合わせて台数制御。 

(5) BEMS※の導入 最大需用電力防止制御、省エネルギー運転制御（タイマー・温度）を

行うとともに、二酸化炭素排出量表示により目標値管理を行なう。 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-14 藪塚本町介護老人保健施設の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、藪塚本町介護老人保健施設の省エネ改修効

果につき導入前後を比較したのが表2-29である。 

この表からわかるように、平成20年度における削減量は直接効果で約 103 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 37.5％である。

また計画段階での目標削減量は55 [t-CO2]だったので、目標達成率は187％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-10である。導入前の重油購入月のばらつきがあったため月ごとの削

減量にも多少ばらつきが出ているが、一年を通じて高い削減率をあげている。 

参考のため、藪塚本町介護老人保健施設に導入した技術の一覧を表2-30に示した。 

 

表2-29藪塚本町介護老人保健施設のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 319,884 kWh 177,536 - 177,536 

重油 35,783 L 96,973 - 96,973 

合計    ①274,509 - 274,509 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 309,263 kWh 171,641 - 171,641 

重油 0 L 0 - 0 

合計     ②171,641 - 171,641 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 102,868 55,000 187% 
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 図2-10 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.80）に掲載した。 

 

 

表2-30 藪塚本町介護老人保健施設エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ヒートポンプ給湯器導入 重油ボイラーから効率の良い業務用ヒートポンプ給湯機に変更。 

(2) エアコンによる冷暖房導入 重油ボイラー暖房と冷房専用エアコンを廃止し、冷暖兼用エアコン

を設置。 

(3) BEMS※の導入 室内と外気の温度計測により緻密な温度管理を行なうとともに、計

測温度と消費電力を表示して目標値管理を行なう。 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-15 新田図書館の算定 

平成 16年度交付金事業対象施設に準じて、新田図書館の省エネ改修効果につき導入前

後を比較したのが表2-31である。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 33 [t-CO2]であ

り（都市ガスを使用しないので直接効果のみ）、導入前に対する削減率は 34.4％である。

また計画段階での目標削減量は22 [t-CO2]だったので、目標達成率は150％となる。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-11である。本稼働が 5月になったため 4～5月の削減量は小さい（4

月はマイナス）が、その後は順調に効果をあげている。冷暖房関連の効果が夏冬の削減率

に現れており、とくに重油からヒートポンプへの置き換えによる冬期の効果が大きい。 

参考のため、新田図書館に導入した技術の一覧を表2-32に示した。 

 

表2-31 新田図書館のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 127,335 kWh 70,671 - 70,671 

重油 9,233 L 25,022 - 25,022 

合計    ①95,693 - 95,693 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 113,079 kWh 62,759 - 62,759 

重油 0 L 0 - 0 

合計     ②62,759 - 62,759 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 32,934 22,000 150% 
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 図2-11 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.81）に掲載した。 

 

 

表2-32 新田図書館省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 高効率のEHP導入 重油ボイラ・水冷チラー・FCUによる集中式空調を廃止し、冷暖兼

用エアコンによる個別空調を導入。 

(2) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式のものに交換 

(3) BEMS※の導入 空調の最適制御を行なうとともに、データを Webで閲覧できるよう

にし、職員の省エネ行動を促す。 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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1-16 浄水場取水ポンプの算定 

浄水場取水ポンプの省エネ改修効果につき導入前後を比較したのが表 2-33である。導

入した省エネ技術がポンプのインバータ制御だけでなので、導入前後のポンプの電力消費

量のみを直接比較している。 

この表からわかるように、平成 20年度における削減量は直接効果で約 98 [t-CO2]であ

り、導入前に対する削減率は 67.6％である。また計画段階での目標削減量は 135 [t-CO2]

だったので、目標達成率は73％となる。 

平成19年度報告書に記載したとおり、3台のポンプにインバータを設置したが、うち 1

台に絶縁不良（ポンプ単体の運転には支障ないが、インバータが正常に動作しない）があ

ったためインバータの使用を休止し、残る 2台での省エネ運転となっている。そのため、

削減率（2台について導入前後を比較）は高いものの目標達成率が 100％に達していない。 

削減内容をより詳しく見るために月別の CO2排出量を導入前後で比較し、合わせて削減

率を示したのが図 2-12である。水消費量が多くポンプ稼働率が高い夏場には、消費量の

時間変動も大きくなり、インバータ制御の効果が出やすいものとみられる。 

浄水場取水ポンプに導入した技術はポンプのインバータ制御だけであるが、他の事業と

形式をそろえ、表2-34に示した。 

 

表2-33 浄水場取水ポンプのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 261,430 kWh ①145,093 - 145,093 

 

■ 導入後のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 84,739 kWh ②47,030 - 47,030 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 98,063 135,000 73% 

  ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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 図2-12 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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※ 検針日によるずれを補正して各月に按分した推計値である。 

※ 実数は資料編資料1（p.82）に掲載した。 

 

 

表2-34 浄水場取水ポンプ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ポンプのインバータ制御 ポンプの回転数を負荷に応じて増減 
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2. スーパーエコハウスのCO2排出量削減効果の算定 

2-1 算出手法 

(1) 算出の枠組み 

スーパーエコハウスについては、新設施設であるため導入前後の比較ができないので類

似公共施設（地区行政センター）の床面積あたり排出量平均値を基準として比較する方法

を取ってきた。平成 20年度のスーパーエコハウスの年間稼働日数は 126日であり、19年

度までと同様以下のような比較分析を行った。 

 

 

(2) 地区行政センターの平成20年度排出実態とCO2排出原単位の基準値 

床面積あたり排出量の基準値を算出するために表2-35に示した施設の平成20年度デー

タを収集し、その平均値（重みづけをしない単純平均）をまず算出した。そしてこの値に、

スーパーエコハウスと地区行政センターの稼働日数の比を乗じて、基準値を 23.31 [kg-

CO2/㎡・年]とした。 

ただし、地区行政センターの一部にはスーパーエコハウスと比較するには不適切なもの

（表2-36）があり、表2-35から除外している。 

表2-35 地区行政センターの平成20年度排出実態と床面積あたりCO2排出原単位 

施設名 年間排出量[kg-CO2/㎡･年] 床面積 [㎡] 排出原単位 [kg-CO2/㎡・年] 

太田地区行政センター 78,384 1,382 56.7 

強戸地区行政センター 20,037 726 27.6 

韮川地区行政センター ※1 62,565 1,604 39.0 

毛里田地区行政センター 59,108 1,683 35.1 

沢野地区行政センター 18,137 513 35.4 

鳥之郷地区行政センター 58,587 1,163 50.4 

排出原単位平均値 40.7 

稼働日数の比（スーパーエコハウス126日、行政センター平均220日） 0.573 

スーパーエコハウスとの比較に用いるCO2排出原単位（施設平均値） 23.31 

※1 陶芸用ガスは除外して算出した 
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表2-36 床面積あたり排出量原単位の算出から除外した施設名とその理由 

施  設  名 除 外 し た 理 由 

休泊地区行政センター 浴室があるためエネルギー消費条件が大きく異なる 

九合地区行政センター 公民館の分と合算になっている 

宝泉地区行政センター 10kWの太陽電池があり発電量を計測していない（消費量と切り分けられない） 

新たに設置された行政

センター 

平成 19年度までとの連続性を保つため。尾島行政センター・世良田行政センタ

ー・木崎行政センター・生品行政センター・綿打行政センター・藪塚本町行政セ

ンターが該当する。 

 

 

 

 

2-2 エネルギー消費量データとCO2排出量削減効果 

(1) 施設内消費量の算出方法 

スーパーエコハウスにおいて計測および算出の対象となる電力量は表 2-37に示したと

おりである。これらの間には式 2-1の関係がある（図 2-13参照）ことから、毎月の施設

内消費量は式 2-2により算出した。なお、平成 19年度末に自動販売機が撤去されたため

自動販売機の消費量データに意味はないが、過去との連続性を保つため、同じ図式で説明

している。 

 

表2-37 スーパーエコハウスにおいて計測および算出の対象となる電力量 

名    称 内               容 

①買電量 東京電力からの購入電力量。検針データから日割で算出する。 

②売電量 東京電力への販売電力量。検針データから日割で算出する。 

③差引買電量 東京電力からの差引購入量。式2-1により算出する。 

④施設内消費量 太陽光発電や自販機と無関係に施設内で消費した量。式2-2により算出する。 

⑤自販機消費量 平成19年度末に撤去したが、過去との比較のため形式的に入れた。 

⑥太陽光発電量 太陽電池が発電した電力量。HEMSでのリアルタイム計測値を使用する。 

⑦エコウィル発電量 エコウィルが発電した電力量。HEMSでのリアルタイム計測値を使用する。 

 



第Ⅱ章 環境保全効果分析 

 - 43 -

図2-13 計測および算出の対象となる電力量の関係 

 

 

式2-1計測および算出の対象となる電力量の関係式 

①買電量＋⑥太陽光発電量＋⑦ｴｺｳｨﾙ発電量 ＝ ②売電量＋④施設内消費量＋⑤自販機消費量 

③差引買電量 ＝ ①買電量－②売電量 

 

式2-2 算出式 

④施設内消費量 ＝ ③差引買電量＋⑥太陽光発電量＋⑦ｴｺｳｨﾙ発電量－⑤自販機消費量 
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(2) 施設内消費量・太陽光発電量とCO2換算値 

施設内消費量と太陽光発電量について(1)の算出結果を表2-38・図2-14に示した。 

給湯需要が少なく太陽熱温水器で全量まかなえていることから、エコウィル（太田まほ

ろば事業対象外として設置したもの）の発電量はゼロとなっている。 

太陽光発電は、点検のため5月中旬まで停止していた。 

 

表2-38 スーパーエコハウスの施設内消費量と発電電力 
単位: kWh・m3 

月 
施設内電気 発電量 ガス 

消費量 太陽光 ｴｺｳｨﾙ 消費量 

20年4月 439 0 0 0 

5月 441 273 0 1 

6月 393 437 0 0 

7月 459 501 0 0 

8月 527 461 0 0 

9月 443 434 0 0 

10月 425 457 0 0 

11月 465 428 0 0 

12月 542 497 0 0 

21年1月 632 471 0 0 

2月 760 495 0 1 

3月 673 584 0 0 

年間合計 6,199 5,038 0 2 

※ 機器点検のため20年5月中旬まで太陽光発電を停止していた。 

※ ガスは消費量が少ないので、日数で按分せず検針月にそのまま記載している。 
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図2-14 月別の発電電力と消費電力 
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※ 機器点検のため2008年5月中旬まで太陽光発電を停止していた。 
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(3) CO2排出量削減効果の集計 

以上のデータをもとにCO2排出削減効果をまとめたのが表2-39である。施設での温水消

費量が少ないため給湯は太陽熱温水器のみでまかなっており、またガスコンロの使用もわ

ずかであることから、ガス消費量は年間合計でも2m3と少ない。 

 

表2-39に示した計算を行ったところ、施設内消費量の削減効果は年間約 4.24[t-CO2]と

なり、計画段階での目標削減量3[t-CO2]に対して141％の達成率であった。 

昨年度までは施設の稼働日数が少なかったため目標削減量を達成できなかったが、今年

度は稼働率があがり目標を達成することができたので、性能的にに問題がないことが明ら

かとなった。 

また、太田まほろば事業外として設置した太陽光発電による削減効果が、上記とは別に

年間約 2.80[t-CO2]ある。スーパーエコハウスは CO2ゼロエミッションを目標として建設

したものであり、図 2-14からわかるように冬期を除けば消費電力をほぼ自給できている

（4月～5月中旬は点検のため停止）。 

エコハウスに関しては環境省の新たな事業も始まり、今後ますます注目度が高まると予

想されるので、太田市としてもスーパエコハウスを積極的に活用していきたいと考えてい

る。 
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表2-39 スーパーエコハウスのCO2排出削減効果計算シート 

 

導入タイプ 省エネルギーモデル施設の建設（建物） 

 

■ 一般的な技術で建築した場合のCO2排出量推計値 

 CO2排出原単位 単位 床面積 単位 CO2排出量 単位 

総排出量 23.31 kg-CO2/㎡ 329.9 ㎡ ①7,689 kg-CO2 

 

■ 実際のエネルギー消費量データ（平成20年度の合計値） 

 年間消費量 単位 CO2排出係数 単位 CO2排出量 単位 

消費電力 6,199 kWh 0.555 kgCO2/kWh 3,441 kg-CO2 

都市ガス 2 m3 2.08 kgCO2/m
3 4 kg-CO2 

合計 -  -  ②3,445 kg-CO2 

 

■ 達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 4,244 3,000 141% 

間接分含む 4,244 － － 

 

■ 【参考】太陽光発電の発電量データ（平成20年度の合計値） 

 年間発電量 単位 CO2排出係数 単位 CO2削減量 単位 

発電電力 5,038 kWh 0.555 kgCO2/kWh 2,796 kg-CO2 

※ スーパーエコハウスの太陽光発電は太田まほろば事業外で設置したため、削減効果も本事

業の効果とは分けて扱う。 
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3. 住宅用高効率給湯器導入（モニター事業）について 

高効率の給湯を行うシステムとして、家庭用ガスコジェネレーション機器・潜熱回収型

ガス給湯器・ヒートポンプ式給湯器の 3種類のモニター家庭を募集し、設置前後のエネル

ギー消費データを収集した。データの報告は平成20年4月から9月分を10月に、10月か

ら 21年 3月分を 4月に報告いただいた。また、設置時には設置前 1年間のデータをいた

だいて比較している。 

新たな機器の購入や家族数の増加といったライフスタイルの変化があることから、いた

だいたデータをもとに資料2に記した分析を行なって、CO2排出削減効果を表 2-40のよう

にまとめた。 

家庭の場合、導入後にライフスタイルや世帯人数の変化があったり、新しい機器を購入

したりするケースも多く、効果を一律に算定することが難しい。とくに、資料 2でヒート

ポンプ式給湯器について記したように、機器自体に省エネ効果があってもライフスタイル

に悪影響（CO2排出増加誘因）がある場合もあるので、単に機器を導入するだけでなくソ

フト面の対策も同時に検討することが大切である。 

表 2-40（詳細は資料 2）からわかるように、家庭用ガスコジェネレーション機器・潜熱

回収型ガス給湯器についてはCO2排出削減効果が表れている。 

一方、ヒートポンプ式給湯器では削減効果を算出することができなかった。機器それ自

体は技術的に見て排出削減に貢献しているはずであるが、家庭全体の CO2排出量はむしろ

増加してしまった家庭も多い。しかも、モニター調査で得られた情報ではヒートポンプ式

給湯器単体の排出削減効果を推定することが困難であったため、本報告書に掲載する削減

実績量はゼロとしておく。 

以上の算出を行なった結果、最も台数の多いヒートポンプ式給湯器をゼロにした影響が

大きく、全体としてモニター家庭の平成 20年度実績は目標値を大きく下回る結果となっ

てしまった。 

問題は機器ではなく設置家庭のエネルギー消費行動に起因すると考えられるので、今後

も継続的に省エネの普及啓発対策を検討する。 
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表2-40 モニター事業ののCO2排出削減効果計算シート 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ モニター事業によるCO2排出削減効果（資料2の推計値を集約） 

 設置 CO2排出量増減 ※1 [kg-CO2] 推計値出所 

 世帯数 直 接 間 接 合 計 （資料2） 

家庭用ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ 4 978 △66 912 表A2-2（p.84） 

潜熱回収型ガス給湯器 18 4,794 389 5,183 表A2-6（p.87） 

ヒートポンプ式給湯器 47 0 0 0 資料2の3.（p.88） 

合計 69 5,772 323 6,095  

 

■ 達成削減量の総合評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ 5,772 19,592 29％ 

間接分含む 6,095 － － 

※ 目標値は 

(1)家庭用ガスコジェネレーション機器 436.5 kg-CO2×4台＝1,746 kg-CO2 

(2)潜熱回収型ガス給湯器 135.5 kg-CO2/台×18台＝2,439 kg-CO2 

(3)ヒートポンプ式給湯器 327.8 kg-CO2/台×47台＝15,407kg-CO2 

の合計である。 
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4. 総括表 

以上のデータをもとに総括表を作成する。この総括表は平成16年度報告書の表5-5（41

ページ）の書式を用いたものであるが、効果が計上されない部門（Ｂ.産業部門、Ｃ.運輸

部門、Ｆ.その他）については表を省略した（アルファベット記号は上記書式どおりとし

たためＢ・Ｃ・Ｆは欠番となる）。 

作成手順は表 2-41のとおりであり、それにもとづいて作成したのが表 2-31①～④の総

括表である。 

また最後に、各事業の削減量を目標値と比較して表2-42にまとめた。 

表2-41 総括表の作成手順 

① 新エネルギー発電によ

る削減量 

新エネルギー発電（太陽光発電）は太田まほろば事業外なので、総括表には

算入せず、参考値とする。 

② 電気の省エネルギーに

よる削減量 

表 2-2・2-4・2-7・2-8・2-13・2-15・2-17・2-19・2-21・2-25・2-27・2-

29・2-31・2-33・2-39・2-40で分析したうち電気に関する省エネルギー量が

該当する。市外エネルギー供給部門で発生するので、表 2-42①および③Ａの

省エネルギー・直接効果に算入する。ただし、モニター事業の扱いに関して

は⑤を参照。 

③ ガス・燃料・その他の

省エネルギーによる削

減量（公共施設改修） 

表 2-2・2-4・2-8・2-13・2-15・2-19・2-21・2-25・2-26・2-27・2-29・2-

31・2-39・2-40で分析したうちガス・燃料に関する省エネルギー量が該当す

る。市内各施設で発生するので、表 2-42①・②・③Ｄ・④Ｄの省エネルギ

ー・直接効果に算入する。 

④ ガスの間接効果（公共

施設改修） 

表 2-2・2-4・2-8・2-13・2-25・2-26・2-39・2-40で算出した値が該当す

る。市外エネルギー供給部門で発生するので、表 2-31①・③Ａの省エネルギ

ー・間接効果に算入する。 

⑤ ガスの省エネルギーに

よる削減量（モニター

事業） 

表 2-40で分析したうちガスに関する省エネルギー量が該当する。市内家庭で

発生するので、表 2-42①・②・③Ｅ・④Ｅの省エネルギー・直接効果に算入

する。ただしモニター事業については電気・ガス・灯油が複雑にからんでい

るので合算で算出しており、電気とガスの区分ができない。①・②には合計

値をそのまま参入するが、②Ａに算入する電気と、③Ｅ・④Ｅに算入するガ

スについては半々に按分した。 

⑥ ガスの間接効果（モニ

ター事業） 

表 2-40で分析した値が該当する。市外エネルギー供給部門で発生するので、

表2-42①・③Ａの省エネルギー・間接効果に算入する。 
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表2-31 環境保全効果の測定結果総括表 

 

① 二酸化炭素排出量削減効果の総括表 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 1,266,170 kg-CO2/年 △10,449 kg-CO2/年 1,255,721 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  1,266,170 kg-CO2/年 △10,449 kg-CO2/年 1,255,721 kg-CO2/年 

 

③ 二酸化炭素排出量削減効果の総括表（排出部門別） 

Ａ．エネルギー供給部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 546,329 kg-CO2/年 △10,449 kg-CO2/年 535,880 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  546,329 kg-CO2/年 △10,449 kg-CO2/年 535,880 kg-CO2/年 

Ｄ．業務その他部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 716,955 kg-CO2/年 kg-CO2/年 716,955 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  716,955 kg-CO2/年 kg-CO2/年 716,955 kg-CO2/年 

Ｅ．家庭部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 2,886 kg-CO2/年 323 kg-CO2/年 3,209 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  2,886 kg-CO2/年 323 kg-CO2/年 3,209 kg-CO2/年 

 

※ 参考値: 上記以外に、太田まほろば事業外でスーパーエコハウスに設置した太陽光発電による削減量

（新エネルギーによる直接効果）が年間2,796kg-CO2ある。 
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② 二酸化炭素排出量削減効果の総括表（うち地域内効果） 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 719,841 kg-CO2/年 kg-CO2/年 719,841 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  719,841 kg-CO2/年 kg-CO2/年 719,841 kg-CO2/年 

 

④ 二酸化炭素排出量削減効果の総括表（排出部門別、うち地域内効果） 

Ａ．エネルギー供給部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

Ｄ．業務その他部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 716,955 kg-CO2/年 kg-CO2/年 716,955 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  716,955 kg-CO2/年 kg-CO2/年 716,955 kg-CO2/年 

Ｅ．家庭部門 

  直接効果 間接効果 合   計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

 省エネルギー 2,886 kg-CO2/年 kg-CO2/年 2,886 kg-CO2/年 

 その他 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

ソフト事業  kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 

合   計  2,886 kg-CO2/年 kg-CO2/年 2,886 kg-CO2/年 

 

※ 家庭部門（モニター事業）については地域内/外の区分けが難しかったことから、直接効

果全体の1/2を地域内の直接効果に割り当てた。 
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表2-32 各施設（事業）ごとの目標削減量と平成20年度達成量の一覧 

単位: kg-CO2 

施設名・事業名 目標削減量 平成20年度達成量 達成率 

総合健康センター・保健センター 92,000 73,876 80% 

学習文化センター 118,000 179,418 152% 

清掃センター管理棟 49,000 60,441 123% 

浜町保育所 437 △4,279 △979% 

太田市役所本庁舎 84,000 139,730 166% 

休泊行政センター 30,000 27,907 93% 

尾島総合支所 30,000 1,747 6% 

新田総合支所 73,000 118,198 162% 

藪塚本町文化ホール・図書館 18,000 53,389 297% 

小中学校（5校合計） 33,000 9,793 30% 

本島総合病院 191,000 238,207 125% 

高齢者総合福祉センター 36,000 123,862 344% 

藪塚本町介護老人保健施設 55,000 102,868 187% 

新田図書館 22,000 32,934 150% 

浄水場取水ポンプ 135,000 98,063 73% 

スーパーエコハウス 3,000 4,244 141% 

住宅用高効率給湯器導入※1 19,592 5,772 29% 

合   計 989,029 1,266,170 128% 

※1 当初計画値は 20,102[kg-CO2] であったが、モニター応募者数が目標を下回ったため、実

際の設置者数に合わせて目標値を変更した。 
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1. 経済活性化効果 

1-1. 効果算出方法 

平成16年度報告書第Ⅴ章3-1（p.42）に記したように、光熱費削減効果を測定対象とし

て以下のように算出した。算出にあたっては既存施設での削減金額を積算し、スーパーエ

コハウスについては新設施設であることから光熱費削減効果としては算入しないこととし

た。 

基本料金の削減効果にも意味があるので、金額ベースでの導入前と 20年度の比較を原

則とした。ただし清掃センターについては特定の電気回路での削減効果であるため、金額

についても削減電力量からの逆算で金額を算出した。また本島総合病院については、ボイ

ラーに設置したガスメータの計測値にガス単価を乗じて算出している。 

基準年度と比較して、平成 20年度は石油・天然ガス価格が高止まりしており、電力単

価も上昇している。このため、消費量（CO2排出量）は削減していても金額面では増加し

ている施設がある。省エネ改修をしなければもっと高額の料金を負担したはずなので単価

×数量で計算しプラスの経済効果として計上すべきと言う考え方もあるが、当初計画にお

いて実績ベースで算定することにしていたので、ここでは当初の方法を踏襲する。 

 

 

1-2. 丸め誤差に関する注意事項 

電気料金、ガス料金は通常 1円単位の金額（小数点以下のない金額）だが、省エネ改修

前の基準値を算出する際に複数の年度を平均したり、省エネ改修後でも検針日の調整のた

めに除算を行ったり、単価（小数点以下がある）と消費量から算出した値があるなどの関

係で、一部で小数点以下の金額が生じている。 

金額データは、本報告書に記載する段階で小数点以下を四捨五入により１円単位に丸め

ているが、計算過程のどの段階で四捨五入するかにより、最終結果の 1位に差が生じる場

合がある。したがって、施設ごとに管理している節約金額との相違があったり、本報告書

内でも合計金額が一致しない部分があり得る。 

 

 

1-3. 算出結果 

算出結果は表3-1のとおりで、年間約17百万円の光熱費削減効果をあげた。 

なお、施設別の詳細データは資料1に掲載した。 
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表3-1 公共施設の光熱費削減効果 
単位: 円 

  導入前金額 削 減 金 額 

  (基準金額) 18年度 19年度 20年度 

保健ｾﾝﾀｰ 電気代 12,165,641 4,077,998 2,654,967 732,884 

総合健康ｾﾝﾀｰ ガス代 9,087,445 2,283,684 926,486 784,270 

学習文化ｾﾝﾀｰ 電気代 13,221,360 4,211,674 4,128,457 3,637,875 

 ガス代 6,717,456 4,306,069 600,495 4,047,778 

清掃ｾﾝﾀｰ 電気代※1  2,477,220 2,167,580 2,178,040 

（管理棟）※1  - - - - 

浜町保育園 電気代 468,936 △61,899 △149,082 △184,023 

 ガス代 743,771 187,609 85,332 △34,914 

太田市役所本庁舎 電気代 49,810,208 3,649,696 2,622,403 △25,658 

 ガス代 19,781,603 2,674,582 2,195,905 3,076,054 

休泊行政ｾﾝﾀｰ 電気代 9,259,297 555,436 623,980 △564,389 

 灯油代 2,813,467 △778,533 △874,533 △790,533 

尾島総合支所 電気代 11,328,544 484,101 △933,472 △2,158,059 

  - - - - 

新田総合支所 電気代 8,796,301 1,874,097 1,595,837 708,640 

 重油代 1,392,373 1,392,373 1,392,373 1,392,373 

藪塚本町文化ﾎｰﾙ 電気代 11,354,117 651,364 1,013,975 △2,819 

・図書館 灯油代 989,333 △216,667 1,104,367 △140,667 

小中学校（都市 電気代 15,248,675 1,207,920 72,302 △1,290,662 

ｶﾞｽ区域内5校） ガス代 5,067,868 △930,400 1,621,367 1,058,379 

本島総合病院 ※2 燃料代 9,631,000 5,763,551 3,632,835 △1,698,204 

高齢者総合福祉 電気代 2,971,836  464,681 11,581 

ｾﾝﾀｰ ※3 灯油代 2,546,933  1,891,833 2,546,933 

藪塚本町介護老人 電気代 5,627,684  43,308 △408,114 

保健施設 ※3 重油代 1,970,400  1,970,400 1,970,400 

新田図書館 電気代 2,998,050  484,245 351,958 

 重油代 478,233  478,233 478,233 

浄水場取水ﾎﾟﾝﾌﾟ 電気代 3,398,586  1,567,465 1,654,375 

合    計   33,809,875 31,381,739 17,331,731 

※1 削減電力量をもとに、1kWhあたり20円で計算。 

※2 基準年（H15～17）の重油・ガス代平均値と、改修後のガス代から算出。 

※3 平成19年度報告書では、基準年（H15～17）の金額に誤りがあったため、19年度削減金額

も訂正した。 
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2. 工事業者やメーカーにとっての経済活性化効果 

平成16年度報告書第Ⅴ章3-2（p.42）に記したように、本事業にともなう地域内への工

事等発注金額を経済活性化効果とし、16～18年度は算出してきたが、19年度以降は工事

発注がないため、算出しないこととした。 

 

 

 

 

 

3. 普及啓発にともなう経済活性化効果 

18年度に実施したアンケート調査において普及啓発にともなう経済活性化効果は見い

だすことができず、以後度新たな調査を行っていないことから、普及啓発に伴う経済活性

化効果は算出しなかった。 

ただし、18年度アンケート調査で分析したように、公共施設の省エネ改修やスーパー

エコハウスは普及啓発のためのモデルとして有効であることがわかっているので、今後も

工夫を重ねながら環境と経済のまちづくりの市民への浸透を図っていきたい。 
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1. 総合評価 

1-1. 事業効果の整理 

(1) 事業投資額 

表4-1 事業投資額 

                        （H16～18年度累積分） 

 自己負担分 助成分 合計 

ハード事業 新エネルギー 0円 0円 0円 

 省エネルギー 219,584,015円 360,748,000円 580,332,015円 

 その他 41,454,000円 0円 41,454,000円 

ソフト事業 0円 16,140,984円 16,140,984円 

合  計 261,038,015円 376,888,984円 637,926,999円 

 

(2) 環境保全効果の費用対効果 

表4-2 二酸化炭素排出量削減効果の費用対効果総括表 

 直接効果 間接効果 合計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

 省エネルギー 0.002182 kg-CO2/円 △0.000018 kgCO2/円 0.002164 kg-CO2/円 

 その他 kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

ソフト事業 kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

合  計 0.001985 kg-CO2/円 △0.000016 kgCO2/円 0.001968 kg-CO2/円 

 

 

表4-3 二酸化炭素排出量削減効果の費用対効果総括表（うち地域内） 

 直接効果 間接効果 合計 

ハード事業 新エネルギー kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

 省エネルギー 0.001240 kg-CO2/円 kg-CO2/円 0.001240 kg-CO2/円 

 その他 kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

ソフト事業 kg-CO2/円 kg-CO2/円 kg-CO2/円 

合  計 0.001128 kg-CO2/円 kg-CO2/円 0.001128 kg-CO2/円 
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(3) 投資の誘発係数 

本事業では、平成 16年度報告書（p.42）に記したとおり行政部門の再投資を計上しな

いことにしたため、投資主体の再投資効果は算出できない（ゼロとなる）。 

また、投資先の間接効果については、省エネ住宅等の普及効果をもとに推計することと

したが、今年度はアンケート調査を行なっていないので、投資先の間接効果も算出できな

かった。 

表4-4導入主体の経済効果の総括表 

上段：生産額等 下段：雇用創出 

 導入主体の 

再投資効果 

投資先の 

間接効果 
合計 

ハード事業 新エネルギー ％ ％ ％ 

 省エネルギー ％ ％ ％ 

 その他 ％ ％ ％ 

ソフト事業 ％ ％ ％ 

合  計 ％ ％ ％ 

 

表4-5 導入主体の経済効果の総括表（うち地域内効果） 

上段：生産額等 下段：雇用創出 

 導入主体の 

再投資効果 

投資先の 

間接効果 
合計 

ハード事業 新エネルギー ％ ％ ％ 

 省エネルギー ％ ％ ％ 

 その他 ％ ％ ％ 

ソフト事業 ％ ％ ％ 

合  計 ％ ％ ％ 

 

 

 

(4) 意識・行動の変化 

今年度は住民意識調査を行なわなかったので、意識・行動の変化は把握できなかった。 
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1-2. 総合評価表の取りまとめ 

平成16年度報告書第Ⅴ章5（p.45）に示した評価表により、以下のとおり総合評価をと

りまとめた。 

 

表4-6 総合評価（5点満点） 

分 類  評 価 項 目 点数評価 

地域事業

として 

側面毎の

効果 

① 環境保全効果（二酸化炭素排出削減効果）は十分に得られたか。

当初の目標通りであるか。 

 

５点 

  【評価】ハード面の削減実績は計画を上回り、個々の施設でも経営が

変わった浜町保育所以外すべてで基準年度の排出量から削減した。 

 

  ② 経済活性化効果は十分に得られたか。当初の目標通りに得られた

か。経済活性化効果は、地域外で十分に発現しているか。 

 

４点 

  【評価】エネルギー価格が上昇したにもかかわらず光熱費が削減さ

れ、省エネ回収の経済効果を実証することができた。ただし地域経済

に対する総合的効果はこれからの課題である 

 

  ③ その他の効果は十分に得られたか。当初の目標通りに得られた

か。モデル事業を契機として、地域内の住民や事業者が主体的に取り

組もうという姿勢が得られているか。 

 

３点 

  【評価】視察研修等は増加しているが、市民への波及が充分とは言え

ないので、普及啓発に力を入れる必要がある。 

 

 波及的な

効果 

④ ハード事業とソフト事業を一体として実施することで得られた効

果があるか。それは十分に得られたか。 

 

４点 

  【評価】合併した各地域の主要公共施設でも着実に省エネが進み、地

域の環境市民活動にもつながっている。 

 

  ⑤ 環境保全効果と経済活性化効果、その他の効果は、相互によい循

環関係となったか。 

 

４点 

  【評価】モデルとしての環境保全効果は定量的に実証されたが、地域

内での好循環に結びつくには時間がかかると予想される。 

 

  ⑥ 複数の事業を一体として実施することで得られた効果があるか。

それは十分に得られたか。 

 

４点 

  【評価】庁舎・図書館・高齢者施設・学校・保育園・病院等、多様な

施設に導入することで、多様な市民層にアピールすることができた。 

 

  ⑦ 当初予想していなかったような波及的な効果が見られたか。この

事業によって、別の事業への好影響があったか。それは十分な影響で

あったか。 

 

３点 

  【評価】市民と連携した普及啓発を継続しているが、波及効果を定量

的に把握するまでには至っていない。 
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 費用対効

果 

⑧ ①～⑦で評価した側面の費用対効果は十分であったか（事業に投

入したコストやマンパワーに見合うだけの効果だったか）。 

 

４点 

  【評価】ハード面の投資は充分な効果を上げ、エネルギー価格上昇の

悪影響が緩和された。またソフト面でも効果的であった。 

 

 事業の継

続 

⑨ モデル事業実施期間後も、地域内での事業の実施とそれによる効

果の発現の継続が可能か。 

 

４点 

  【評価】各設備は継続的に省エネ効果を発揮している。今後は住民参

加によるソフト面の強化が課題である。 

 

 課題と克

服 

⑩ 事業の実施において、課題は何であったか。それはどのように克

服したか。あるいは今度どのように克服可能であるか。   

 

  【評価】地球環境問題や省エネに対して市民や市内事業者の関心は高

い。また、太田まほろば事業で整備した施設はモデルとして充分機能

することもわかった。そこで、これらの要素を総合的に結び付けて、

多数の市民・事業者の意識を一歩前に進めるためのソフト面の手法が

必要とされている。 

 

モデルと

して 

他地域で

の実施可 

⑪ 当該地域で実施した事業と同様の事業を他地域で実施することが

可能か。他地域で実施する場合の条件等があるか。 

 

５点 

 能性・示

唆 

【評価】事業者も住民も省エネは費用対効果がカギだと認識してお

り、エネルギー価格の高騰もあって関心は高まっている。投資回収年

数の設定を工夫したうえでモデル事業を実施し、行政が民間に範を示

すという事業は、全国どこの自治体でも実行可能であろう。 

 

  ⑫ 全国に先駆けたモデル事業として、他地域での取組みに役立つよ

うな知見やノウハウが得られたか。それは何か。 

 

５点 

  【評価】特殊事情のある施設を別にすれば、事前計画並み、あるいは

計画を上回る削減を達成した。省エネ設備投資による経済・環境両面

の効果を、定量的に実証できたと言えよう。 

 

その他  ⑬ モデル事業における助成や手続き等における課題や改善すべき点

があったか。それは何か。 

 

  【評価】住宅用モニター事業では、エネルギー消費実態調査の内容を

深くしすぎると回答が得られにくくなる一方、調査内容が浅いと分析

が充分に行なえないというジレンマがある。 

 

  ⑭ モデル事業によって、地域のイメージ等や地域に対する全体的な

評価等に変化が見られるか。その他、事業についての全般的な感想な

ど。 

 

  【評価】この点に関しては、今年度は特段の変化が見られなかった。  
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